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第８章　　 「民と官」
１．民（私的企業＝私企業）か官（公的企業＝公企業）か、 あるいは、営利企業か非営利企業か
　　　
	　
	官、公的（public）　
	民、私的（private）

	営利目的
（profit） 
	×
	私的企業（private business）

	非営利目的
（nonprofit）
	政府、地方自治体・公共団体
（governmental organization）
	NGO（nongovernmental organization 非政府組織）
NPO（nonprofit organization 非営利団体）


２．民と官の分業は何故生じたか
（１）公共財・サービス：
初等・中等教育、外交、治安、ゴミ・廃水処理、灯台等、中央政府や地方自治体が原則的に無料で提供し、その費用は住民全体の税金でまかなわれる財・サービスのこと
一方、市場を通じて供給され、消費者・受益者が、消費量・使用量に応じてその費用を負担する財・サービスを私的財・サービスという
（２）排除不可能性：
道路・公園、治安、国防、検疫、天気予報、灯台、環境保全等は、一度供給されたら多数の人が同時にそれを消費できる。特定の人をその財・サービスの消費から排除することができないという性質を排除不可能性という。
私的財・サービスには、一人がそれを消費したら、他人はそれを消費できないという排除可能性がある。 

（３）市場の失敗：
公共財・サービスは、排除可能性をもたないため、供給される財・サービスに対する対価の徴収が困難であり、市場機構に委ねたのでは、十分な供給が行われなくなる。つまり、市場を通じたのでは資源の最適配分が達成されなくなるという意味で、これは「市場の失敗」といわれる。
公共財・サービスが政府や地方自治体によって供給されているのは、主にこのためである。
逆に、この点を除けば、私的財・サービスの提供（民）と公共財・サービスの提供（官）の間に本質的な違いは無い。
３．営利企業と非営利企業： 私的企業と公的企業
営利（私的）企業： 一般財・サービスの提供
非営利（公的）企業： 公共財・サービスの提供
４．経営：「（企業内）分業に基づく協業の調整」
企業の中では、仕事が分割されて人々に分担されてきた。この分割された仕事を纏め上げる仕事がマネジメント（狭い意味での経営、管理）の仕事である。経営学は、従来から、このマネジメントを研究対象としてきた。行政＝公的企業の運営にも私的企業におけると同様にマネジメント機能が必要であり、行政にも現にマネジメントが存在している。
以上
